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今年度要求のポイント

事 業 名 企業開拓強化事業 平成21年度決算額

007 局・課名／　　 健康福祉局　障害福祉課 (単位　千円)

平成22年度予算額 平成23年度要求額

障害者の一般就労を促進し、企業と就労移行支援事業所との連携を強
化することにより、就労支援の基盤を確立する。

障害者自立支援法の施行により、新たに創設された「就労移行支援事業」も着実に成
果が上がっている中、更なる実習先の確保やジョブコーチのスキルが要求される。
第1号職場適応援助者（ジョブコーチ）を活用した企業開拓強化事業により障害者及び
企業の支援を行うとともに、障害者就労適応ステップ事業により実習先の確保及び障
害者雇用に向けた企業への取組みを図っていく。

整理番号 11

関連事業
事 業 費 952 18,915

全体事業費

障害者就業・生活支援事業
地域における障害者職業能力開発促進事業

事業目的

13,856

事業期間 　H21～

障害者就労適応ステップ事業

内容・積算等

報償費

保険料

項目

堺市企業開拓強化事業 18,915 

事業内容 主な要求内容 （単位：千円）

22年度予算
(1)第1号職場適応援助者が市に企業開拓員として登録し、以下の業務
　 を行う。
 ○企業訪問を行い、就労移行支援事業利用者の実習先及び
   就職先企業の開拓を行う。
 ○就労移行支援事業所に対する支援を行う。
   ・利用者との面談・調整
   ・就労支援員とのケア会議
   ・雇用前の施設外実施等に係る各種調整

(2)障害者就労適応ステップ事業
　 障害者を今まで雇用したことがない、もしくは雇用の経験はある
   が、雇用管理・職務に課題がある従業員数300人以下の企業に
　 おいて、障害者の実習等を行い、雇用へのきっかけとする。

23年度要求額

6,000 

委託料

委託料等

スケジュール（経過及び今後展開） その他　特記事項

【経過（～22年度】 【今後（～24年度】

就労移行支援事業が成熟するための
事業を同様に実施
障害者就労適応ステップ事業を同時
に展開

【23年度】

7,856 

平成21年度より事業実施
現在、企業開拓強化事業実施法人3
法人、企業開拓員4名が登録。
今年度に2法人が登録準備中。

合計 18,915 13,856 

堺市企業開拓強化事業実施要綱は平
成23年までの有期限。
平成24年度以降は、障害者就労適応ス
テップ事業に一本化し、実習の特化を
図っていく。


